平成２６年度　土木事業（箇所付）の概要
土木企画関係事業の概要（土木企画課）

○地域の安全安心推進事業費　　　１２箇所　　　　　　１，６００，０００千円

土木部が所管する公共施設について、住民からの要望に迅速かつ柔軟に対応し、県民生活の安全性の確保、利便性及び快適性の向上を図ることを目的として、所長の判断により維持、修繕工事と小規模な施設整備を実施する。
建設管理関係事業の概要（建設管理課）
○土木事務所等施設整備費　　　　　　２箇所　　　　　３，３６８千円
    土木事務所の庁舎を安全に維持するため、改造、改築、修繕等を実施する。
河川関係事業の概要（河川課）
○河川台帳等整備費　　　　　　　　　１箇所　　　　　　　 ７，０４０千円
　　河川管理台帳について汎用性を高めるため電子データ化を実施する。
〇ダム建設事業費 　　　　　　　　　　２箇所　　  　　 ２，０９７，４００千円
  　和食ダム建設事業においては、ダム本体工事の基礎掘削工・本体打設や取水放流設備の整作据付等を行い、春遠ダムでは水文調査や地質調査等を行う。
〇ダム改良費 　　　　　　　　　　　　４箇所   　      ３３７，５５０千円
  永瀬ダム堰堤改良事業においては、放流設備の更新等を行い、鏡ダム堰堤改良事業では情報収集処理設備の更新を行い、鏡ダム貯水池保全事業では、貯砂ダム管理道の整備を行い、坂本ダム総合流域防災事業では、情報収集処理設備の更新を行う。
○堰堤機能確保事業費　　　　　　　　　３箇所　　　　　　　４，２００千円
　　永瀬ダム、鎌井谷ダム、以布利川ダムにおいてダム長寿命化計画の策定を行う。
○永瀬ダム管理費　　　　　　　　　　　１箇所　　　　　　３０，８９９千円
　　永瀬ダムにおいて関連構造物の耐震性能照査を行う。
○鏡ダム管理費　　　　　　　　　　　　１箇所　　　　　　２０，３５８千円
　　鏡ダムにおいて関連構造物の耐震性能照査を行う。
○ダム調整費　　　　　　　　　　　　　１箇所　　　　　　　１，２２０千円
　　和食ダムにおいて定礎式を執り行う。
〇河川改修費　　 　　　　　　　　  １４６箇所　　　　　９９７，１２７千円
　　安芸川外において、県単独事業として河川改修及び維持・修繕を行う。
〇河川調査費　　　　　　　　　　　　 １箇所 　　　   １６９，７３８千円
　　県管理河川の河川整備基本方針及び河川整備計画策定の調査を実施する。
〇広域河川改修事業費　　　　　　　 １３箇所　　　　　７４０，３１９千円
　　波介川外において、広域河川改修事業として河川改修を行う。
〇地震高潮対策河川事業費(全国防災）２４箇所　　　１，９３２，０００千円
　　南海地震に備え、国分川他において堤防の液状化対策を行う。
〇特定構造物改築事業費　　　 　　　　８箇所　　　　　１２４，９５０千円
　　香宗川放水路防潮水門他において、施設の長寿命化を図るため、修繕工事を行う。
○総合流域防災事業費　　　　　　　 　５箇所　　　　　２４９，８３０千円
　　久礼川外において、総合流域防災事業として河川改修を行う。また、国分川他において、CCTV設備の更新等を行う。
〇流域貯留浸透事業費　　　　　　　 　２箇所　　　　　　３４，６５０千円
　　江ノ口川流域外において、雨水の流出抑制を図るための貯留施設の整備を行う。
○他インフラ関連河川改修事業費　　　 ４箇所　　 　　 ２０９，０５０千円
　　薊野川外において、河川改修を行う。
砂防関係事業の概要（防災砂防課）
○通常砂防事業費　　　　　　　　　２２箇所　　　　　　８４１，１２８千円
    流域における荒廃地域の保全及び土石流等の土砂災害から下流部に存在する人家、耕地、公共施設等を守ることを主たる目的に、砂防えん堤や床固工群等の砂防設備の整備を行う。
○地すべり対策事業費　　　　　　　１３箇所　　　　　　２８２，４５０千円
　  人家、公共建物、河川、道路等の公共施設その他のものに対する地すべり等による被害を除却し又は軽減し、国土の保全と民生の安定に資することを目的に、排水施設、擁壁その他の地すべり防止施設等の整備を行う。
○急傾斜地崩壊対策事業費　　　　　７２箇所　　　　　１,２９９、３１０千円
　    急傾斜地の崩壊による災害から国民の生命を保護し、もって民生の安定と国土の保全とに資することを目的に、擁壁工、排水工及び法面工等急傾斜地崩壊防止施設の整備を行う。
○砂防等基礎調査費　　　　　　　　３２箇所　　　　　　　２６４，６００千円
    土砂災害防止法（略称）による基本方針に基づき、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定その他土砂災害防止対策のための調査が必要な区域において、急傾斜地の崩壊、土石流、地すべりのおそれがある土地に関する地形、地質、降水等の状況及び土砂災害のおそれがある土地の利用の状況その他の事項に関する調査を行う。
○砂防調査費　　　　 　    　　　　８箇所 　　     　　　　４，４２０千円
国庫補助事業新規要望のために必要な調査及び計画策定、また、地すべり移動観測調査を行う。
○砂防単独事業費　　　　　　　　　１０箇所　　　　　　　９７，３８５千円
　　国庫補助事業の採択基準を満たさない小規模な土砂災害危険個所等を中心に、砂防関係施設の整備、及び、津波の到達が想定される急傾斜地崩壊危険区域内の急傾斜地崩壊対策擁壁に維持管理用階段（津波避難路）の整備を行う。
道路関係事業の概要（道路課）
○道路改築費

　　１箇所　　　２１０，０００千円

　　地域高規格道路を整備する事業であり、バイパス等の建設を行う。

○社会資本整備総合交付金事業費

    １８箇所　　２，３３６，２２６千円
国直轄事業などの他事業と密接に関連して実施する事業や大規模構造物の整備を伴う事業で、バイパスや現道拡幅等の建設を行う。

○ 防災・安全交付金事業費

３０５箇所　　１３，０１１，６１８千円
県民の命と暮らしを守るインフラの再構築や生活空間の安全確保・質の向上に資する事業で、道路改良、道路防災、橋梁耐震、道路修繕、交通安全対策等の道路整備を行う。

○道路改良費

    １８８箇所　　４，７１１，３７７千円
　　小規模であるが、地域の課題に対し、早急に整備を行う必要がある箇所において、道路の整備や落石危険箇所の対策、交通安全施設等を整備を行う。
都市計画関係事業の概要（都市計画課）

○都市計画基礎調査費

　・都市計画基礎調査費　　　　　　　　　３箇所　　　　３５，６９５千円
　　　都市計画の策定要素となる人口、土地利用、建物、都市施設等の現況や将来の見通しや都市防災等について調査を行い分析することにより、真に求められる都市構造の実現を目指す。

○都市計画街路事業費

　・社会資本総合整備事業費　　　　　　　４箇所　　　４０４，５３２千円

　　　安全安心な歩行者自転車利用空間の確保や都市内交通の円滑化を図るため、都市計画において決定された道路（都市計画道路）の改築や調査を実施する。

○都市計画街路単独事業費

　・都市内道路ネットワーク事業費　　　　７箇所　　　４６３，５２７千円

　　　市街地での安全で快適な歩行者自転車利用空間の確保や、自転車交通の円滑化による環境負荷の少ない都市づくりを推進するため、都市計画道路の整備を行う。

都市公園関係事業の概要（公園下水道課）

　
○都市公園単独事業費　　　　　　　　　５箇所　　　２９８，８５０千円

都市公園施設の有効で効果的な活用及び延命化を図り、施設の維持修繕等を実施する。

〇都市公園事業費　　　　　　　　　　　１箇所　　　　４２，０００千円

都市公園利用者の利便性の向上や、観光や地域振興・被災時の避難地等に寄与し、これらの需要に対応した施設整備を実施する。

住宅関係事業の概要（住宅課）
○県営住宅整備事業費
・県営住宅建替事業　　　　　　　　１箇所　　　　２８４，８１３千円
　　　鏡水団地において、ＲＣ造共同住宅の建替工事を行う。
○住戸改善推進事業費
・全面的改善事業　　　　　　　　　１箇所　　　　６１６，０１３千円
　　　宇治団地において、内装・設備類の全面更新、エレベーターの新設、鉄骨造外部廊下・階段の新設等を行う。
・附帯施設移設事業　　　　　　　　１箇所　　　　　１３，１４３千円
　　　清水団地において、物置、駐輪場の移設工事を行う。
港湾関係事業の概要（港湾・海岸課）
○重要港湾改修費　　　　　　　　　　1箇所　　　　　５２，５００千円
　　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。
　　
○地方港湾改修費　　　　　　　　　　２箇所　　　　４３１，７４３千円
　　地域の産業・生活を支える基盤作りのための整備を行う。
○港湾環境整備事業費 　　　　　　　　３箇所      
２４９，６９３千円
  港湾就労者及び周辺住民等の休息に供する緑地整備を行う。
○港湾施設改良費　　　　　　　　　　４箇所　　　　１４８，６８０千円
　　港湾の安全利用を確保するため、老朽化が著しい施設の補修を行う。　
〇長寿命化計画策定事業費　　　　　　２箇所　　　　　３６，７５０千円
　　港湾施設の長寿命化計画を策定し、計画的・戦略的に施設の延命化を行う。
○港湾調査費　　　　　　　　　　　　２箇所　　　　　２８，９００千円
　　港湾施設の整備を行うための事前調査及び資料作成を行う。
○港湾単独改良費　　　　　　　　　　４箇所　　　　　１６，０００千円
　　港湾の機能拡充や安全性の向上のための整備を行う。
○港湾維持修繕費　　　　　　　　　１２箇所　　　　１０８，０００千円
　　泊地・航路の浚渫など港湾施設の維持修繕を行う。
○臨海土地造成事業費　　　　　　　　1箇所　　　　２５０，０００千円
　　臨海部の用地造成を行う。
海岸関係事業の概要（港湾・海岸課）
○海岸費　　　　　　　　　　　２２箇所　　　　　　　１４５，６５５千円
　　海岸施設の維持管理や県単独改良工事を行う（海岸清掃、陸こう閉鎖、遊歩道等施設修繕）。
○耕地海岸保全費　　　　　　　　４箇所　　　　　　　　５２，３８２千円
　　耕地海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（陸こう改良、堤体補強）。
○漁港海岸保全費　　　　　　　　２箇所　　　　　　　 ５８１,７００千円
　　漁港海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（離岸堤新設、陸こう改良、堤体補強）。
○河川海岸保全費　　　　　　　２４箇所　　　　　　　９７８，６００千円
　　河川海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（離岸堤新設、陸こう改良、堤体補強）。
○港湾海岸保全費　　　　　　　　６箇所　　　　　　１，０２０，３９０千円
　　港湾海岸の高潮、高波や津波から、背後地を保全するため、施設の新設や改良工事を行う（排水機場改良、陸こう改良、堤体補強）。
